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Abstract
When "an intravenous injection by nurses was a category of a dental auxiliary act", in
September, 2002, we changed administration interpretation in Ministry of Health, Labour and
Welfare.  System maintenance of tissue for the practice that made a range of responsibility of
nursing service clear was required by enforcement of a conventional conventional intravenous
injection we underwent this, and to keep security of the patient in the clinical spot.  The problem
that, in addition, we held in enforcement investigated the present conditions about anything how an
organized action to carry out an intravenous injection in medical facilities safely was made.  Post of
much nursing was involved in preparations for intravenous injection, enforcement, but, a problem in
cooperation with a doctor and a pharmacist, indefiniteness of duties allotment, need of continuing
education of post of nursing became clear again. There will be need clarifying a role as a member
and who is resposible for team approach in medical care in future.
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要　旨
平成１４年９月、厚生労働省では、「看護師等による静脈注射は診療補助行為の範疇である」と行政解釈を
変更した。これを受けて、臨床現場では患者の安全を守るため、今までの慣習的な静脈注射の実施から看護
業務の責任の範囲を明確にした実践のための組織の体制整備が必要とされた。医療施設における静脈注射を
安全に実施するための組織的取り組みがどのようになされているのか、また、実施上抱えている問題は何か
についてその現状を調査した。多くの看護職が静脈注射の準備、実施に関わりあっているが、医師や薬剤師
との連携上の問題、業務分担の不明確さ、看護職の継続教育の必要性が明らかになった。今後、チーム医療
の一員としての役割と責任の所在を明らかにしていく必要性がある。
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Ⅰ．はじめに
平成14年 9 月、厚生労働省では、「新たな
看護のあり方に関する検討会中間まとめ」
　１）
を
受け、「看護師等による静脈注射は診療補助
行為の範疇である」
　２）
と行政解釈を示した。こ
の解釈については、1951年の国立鯖江病院誤
薬注射死亡事故後、厚生医務局通知において
「看護師の静脈注射は看護師の業務を超える
もの」とされてきた。以来、看護職にまかさ
れていた静脈注射はその件数が減り、静脈注
射を看護職の診療行為とすることは直接患者
の世話に力を注げるようになった現場がくず
れてしまう、さらにこれまで看護職が行って
いなかった業務も次々に診療補助行為として
行わなければならなくなる恐れがある、など
看護関係者からの反対の声は大きく、
３）　
今日ま
で前述の行政解釈は改められてこなかった。
しかし、その一方で、医師が繁忙であること
を理由に看護職にまかされ実施してきたとい
うのが現状であった。
今回、看護職による静脈注射の実施は、
「業務の範囲を越えるもの」という解釈から
「診療補助行為の範疇として取り扱うもの」
に変更された。これを受けて、臨床現場では
患者の安全を守るため、今までの慣習的な静
脈注射の実施から、看護業務の責任の範囲を
明確にした静脈注射実施のための組織の体制
整備が急務とされた。
昨今の医療・看護を取り巻く社会環境は、
医学技術の著しい進歩によって、より質の高
い専門的知識・技術を提供できる看護職を求
めている。「静脈注射が看護業務である」こ
との行政解釈は、看護職の実践能力と責任能
力の評価でもあるという見方もある。しかし
一方、看護職の安全に対する教育の不十分さ
や看護本来の業務への圧迫などの影響を危惧
する声も聞かれている。
この度、厚生労働省の通達を受け、Ｓ県の
医療施設における静脈注射を安全に実施する
ための組織的取り組みがどのようになされて
いるのか、その現状を調査し看護職が抱える
実施上の問題ならびに課題について考察す
る。
［問題の所在と背景］
看護職の静脈注射について、「看護婦静脈
注射薬品過誤事件」
　４）
、「オイナール動脈注射死
亡事件」
　５）
は、その適法性について争われた事
案である。
「看護婦静脈注射薬品過誤事件」では、看
護師による静脈注射が保健師助産師看護師法
（以下、保助看法と略す）上、看護師の業務
の範囲内か、範囲外かが争われた。保助看法
上の37条の「保健婦，助産婦又は看護婦は、
主治の医師又は歯科医師の指示があった場合
の外、診療機械を使用し、医薬品を授与し、
又は医薬品について指示をなしその他医師若
しくは歯科医師が行うのでなければ衛生上危
害を生ずる虞の行為をしてはならない。但し、
臨時応急の手当てをなし、又は助産婦がへそ
のおを切り、かん腸を施し、その他助産婦の
業務に当然附随する行為をなすことは差支え
ない」を法的根拠とし、看護師側の弁護人は、
静脈注射は「衛生上危害を生じる」行為に相
当し、看護師の業務は注射薬の充填までであ
るから、この根拠をもって静脈注射は適法で
はないとした。
６）
さらに、刑法211条の犯罪成
立には、その業務が適法であることを要する
ことから、業務上過失致死罪にはならないと
反論している。
静脈注射が看護職の業務の範囲であるか否
か、行政解釈と裁判所の判決とは、対立して
いた。
行政解釈（厚生省）では、福井地方検察庁
よりの保助看法第37条の解釈についての照会
があり、次のように回答している。「法第37
条の規定は，法第 5条に規定する看護婦の権
能の範囲内においても、特定の業務について
は、医師又は歯科医師の指示がなければこれ
を行うことが出来ないものであることを規定
しているものである。照会のあった静脈注射
は、薬剤の血管注入による身体におよぼす影
響の甚大なること、及び技術的に困難である
こと等の理由により、医師又は歯科医師が自
ら行うべきもので、法第 5条に規定する看護
婦の業務の範囲を超えるものであると解す
る。従って、静脈注射は法第37条の適用の範
囲外の事項である」
　７）
（昭和26年 9 月15日
医収第517号　厚生省医務局長発福井地方検
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察庁検事宛）｡
それに対して 裁判では「所論証人の供述並
びに厚生省医務局長作成の調査報告書及びそ
の附属の看護婦実習教本抜粋によれば看護婦
学校における教育の教程には静脈注射は医師
自ら行うべきもので看護婦はこれを補助する
に止まるべきものとの考えの下に其の技術上
の実習指導を行っていないことが認められる
から、右教育の方針は静脈注射をもって医師
のもつべき医学的知識と技術によるのでなけ
れば患者の身体に危害を及ぼす虞のある行為
と認める観念に立脚していることは明らかで
ある。しかし、看護婦は、保助看法第 5条・
第6条・第37条の各規定に徴すれば主治医の
指示する範囲において其の診療の補助者とし
て、傷病者に対し診療機械を使用し、医薬品
を授与し、又は医薬品について指示しおよび
その他の医師の行うことの出来る行為をする
ことが許されているものと解すべきであるか
ら、看護婦が医師の指示により静脈注射を為
すことは当然その業務上の行為であると云わ
なければならない」
　８）
と述べて、刑法211条に
いう業務上の過失を認定、「看護婦が医師の
指示により静脈注射を為すことは当然その業
務上の行為である」と判示している。
刑法第211条で問題となる業務について
「業務とは、社会生活を維持する上に反復・
継続して従事する仕事のことをいい、たとえ、
医師・看護婦の免許がない者でも、それが人
の生命・身体に対する危険を含むものであり
さえすればよい」
　４）
と理解されている。実務上、
保助看法第37条に基づいて行われているから
には、「反復・継続して行われている業務で
ある」と考えられ、従って看護職の静脈注射
は、刑法211条にいう業務に含まれる。行政
解釈では、看護職の行う静脈注射は、法第37
条の適用の範囲外であるとしながら、実際の
指導取締に当たっては、「従来斯かる法の解
釈が一般に徹底せず、又医師数の不足等の理
由により、大部分の病院等においては医師又
は歯科医師の指示により、看護婦が静脈注射
を行っていたのが実情であり、今直ちに全般
的に法の解釈通りの実行を期待することは困
難な事情もあるので、今後漸次改善するよう
指導する方針である」
　７）
と述べている。
行政解釈は、行政機関の職員は業務を遂行
する方針とするが、裁判所はこれに拘束され
ることはない。裁判所の解釈、判決は、判例
となって、その解釈が社会の規範となり、効
力においては行政解釈より優先される。この
ような経緯もあり、1963年頃には厚生省内で
従来の行政解釈が再検討された経緯がある
が
　　９）
、今日まで改められることはなかった。
「オイナール動脈注射死亡事件」において
は、看護師が、オイナール静脈注射を誤って
動脈に注射し、患者に傷害を負わせて刑事責
任を問われた。この事案では、弁護人が行政
解釈を前提に、次ぎのような主張をしている。
「本来静脈注射は医師自身が行うべきである
が、それを行っていると医療業務の円滑な遂
行に支障を来すため、止むを得ず医師の指揮
監督のもとに看護婦に行わせることを認容し
ているのであって、その責任は一に指揮監督
にあたる医師にあるべきである。また被告人
看護婦としては、その能力に応じた十分の注
意をしているので、過失責任を問うことは法
の期待する以上の能力を要求するものであ
る」
　５）
と論じた。
しかし、最高裁は、この論旨の内容につい
ては何らの判断を示さず、上告論旨が適法な
上告理由に当たらないとして棄却した。その
中で、「看護婦は患者の注射を行うべき静脈
の発見が困難な場合には、医師にその旨を報
告して、医師に替わって注射してもらうか、
又は，医師に具体的な指示を求めて他の個所
の静脈に注射を施すなどの適当な措置を執る
か、あるいは，医師の指示にもとづいて静脈
を誤りなく確認した上で注射を行うかなどし
て万全の措置を講じるべきであるのに、医師
に具体的指示を求めることも、注射を替わっ
てもらうこともせずに自ら敢行した」
　５）
として、
医師の指示監督を受けるべき注意義務を当該
看護師が懈怠した過失があるとした。また、
医師についても「自ら注射の任にあたるか、
又は、その指示により看護婦をして注射にあ
たらせる場合でも、自らその場に立ち会い、
随時適切にして詳細な指示を看護婦に与える
とともに、その注射施行の状況、これに対す
る患者の徴候等に絶えず留意しながら当該注
射を誤りなく完遂せしめるべきものである」
　５）
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のに、主治医は単に右の注射を行うように命
じたのみで、格別の指示や注意も与えずに立
ち去り、また、看護師が静脈発見に難渋して
いるところに居合わせた補助医も、何ら積極
的に具体的指示を与えようとしないなど、医
師たちの指示監督上の過失も問題となった。
こうした事案から，静脈注射は医師の指示
により実施し、看護職の業務の範囲であり、
判例上、看護職の職務上の注意義務とする見
解が維持されてきたといえる。
しかし、今日まで50数年にわたる行政解釈
は「静脈注射は看護師の業務を超えるもの」
であり、看護職が静脈注射の実施に関わるそ
の行為に責任が伴うとなれば、その行為から
の辞退など保身的行為を取らざる負えないと
いった状況、時期もあった。この行政解釈の
変更を受けて、看護職が静脈注射を実施する
ということは、手技的に可能かと言う単純な
問題ではなく、法的責任の理解と自覚、薬理
作用の充分な理解、患者の反応の観察と対応、
緊急時の対応体制、感染対策、安全対策など
患者に対する安全を保証するための基礎教育
や臨床の場における体制整備の必要性を
　10）　
提言
しているのである。
Ⅱ．研究目的
看護職が静脈注射を安全に実施するための
組織的取り組みの実態と、実施上の問題を明
らかにする。
Ⅲ．方法
１．調査期間 2004年12月～2005年１月　
２．調査対象 Ｓ県内の病院16施設をランダ
ムに抽出した（500床以上４施設、200～499
床 7 施設、199床以下５施設）。組織的な体
制について看護部長16名を対象に、実施状
況について16施設の看護職員スッタフ380名
を対象とした。看護職員スタッフは調査日
において所属していた部署に 1年以上勤務
している者とした。
倫理的配慮として、対象者には、書面に
て本調査の目的と、病院・部署・個人が特
定されないことを説明し、同意をえられた
看護職に実施した。
＊看護職員スタッフとは、看護部長、副看
護部長、看護師長等の任にある管理職を除
く職員をいう。
３．調査方法 無記名自記式質問紙による調
査で、回収は留め置き法とした。
４．調査内容
調査内容は以下 3点を中心に、看護部長
には25の質問項目、看護職員には24の質問
項目を作成した。
１）静脈注射実施体制
２）静脈注射の実施状況
３）現在抱えている問題や検討事項
５．分析方法 記述統計とし、各質問項目を
単純集計し、項目毎に回答数と割合を示し
た。自由記載は質的分析を行った。
Ⅳ．結果
１．回収率 看護部長　 14名（87.5％）
看護職員スタッフ　344名（90.5％）
２．属性
病院の病床区分：一般病床11施設、療養・
一般病床の混合型３施設
看護職員スタッフ：500床以上127名（年齢
22～55歳、平均年齢34歳）、499～200床141
名（年齢22～58歳、平均年齢37歳）、199床
以下76名（年齢21～55歳、平均年齢35歳）
３．看護部長の回答
１）組織としての取り組み体制
静脈注射の実施マニュアルを作成している
かについて、有ると答えたのは14施設の内10
施設であった。検討体制の実施状況について
は 2 施設が何らの体制もとっていないと答
え、他12施設については「看護部門で取り組
んでいる」は11施設、「看護部各部署ごとで
取り組んでいる」は10施設、「看護部門と関
連部署で取り組んでいる」は 8施設が取り組
んでいると答えていた。いずれも看護部門を
中心とした取り組み状況であった。院内全体
での検討体制をとっていると答えたのは 6施
設であった。新人教育についての取り組みは、
10施設が取り組んでいると答えているが、継
続教育の取り組みについては 3施設のみであ
った。（表1）
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２）看護職による静脈注射の実施状況
看護職による静脈注射の実施状況は13施設
が実施していると答え、 1施設が部署により
実施していると答えている。厚生労働省通達
後の看護職の実施範囲については、ほとんど
変化無しが11施設で、拡大したが 2施設、縮
小したが 1施設であった。実施範囲の決定は
「薬剤の種類」によるが 6 施設で一番多く、
次いで「薬剤の種類と投与方法」の 4施設で
あった。（表2）
３）医師・薬剤師との関連
「医師との業務分担基準が明確になってい
るか」について、有りと答えたのが12施設で
あった。「薬剤師との業務分担基準が明確に
なっているか」については、有りと答えたの
が 7施設であった。薬剤師によるミキシング
導入は、全部署の導入はなく、一部分の導入
が8施設であった。（表3）
４）医師・薬剤師との連携上の問題
看護職が静脈注射を安全に実施するにあた
り、医師、薬剤師との連携上の問題がないか
について、医師との関連で有りと答えたのが
12施設、薬剤師との関連で有りと答えたのが
11施設であった。多くの施設では何らかの連
携上の問題を抱えていることがわかった。
４．看護職員スタッフからの回答
１）看護職による静脈注射実施の有無
「看護職による静脈注射を実施している」
が330名（95.9％）であった。病床数別では、
500床以上の施設が90.6％、499～200床の施設
が99.2％、199床以下が98.7％で、500床以上の
施設ではそれより以下の病床数より、看護職
による実施が少なかった。（図1）
２）静脈注射の院内基準の活用について
「静脈注射の院内基準について知っている」
が266名（77.3％）であった。病床数別では、
500床以上が知っている114名（89.8％）であ
ったのに対し199床以下では45名（59.2％）で
あった。（表4）
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表１　組織としての取り組み体制＊ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊看護部長 
（名）
　　　　　　　　　　床  500以上 499～200 199以下 合　計 
   （n=3） （n=7） （n=4） （n＝14） 
 
マニュアル
 有　　　　　り 3 5 2 10 
  無　　　　　し 0 2 2 4 
  院　内　全　体 2 3 1 6 
  看　護　部　門 3 5 3 11 
   看護部門と関連部署 2 4 2 8 
 
検討体制の
 看護部門と医師 3 2 2 7 
 
実施状況
 医療事故防止委員会 3 2 2 7 
  看護部各部署 3 5 2 10 
  検討体制なし 0 1 1 2 
 
新人教育
 有　　　　　り 3 5 2 10 
  無　　　　　し 0 2 2 4 
 
継続教育
 有　　　　　り 1 1 1 3 
  無　　　　　し 2 6 3 11
表２　看護職による静脈注射の実施状況＊ 
（名）
　　　　　　　　　　床  500以上 499～200 199以下 合　計 
   （n=3） （n=7） （n=4） （n＝14）
 看 護 職 の 実　　　　施 3 7 3 13 
 静 脈 注 射 部署により実施 0 0 1 1 
 通達後の看護 変 化 無 し 2 5 4 11 
 職の静脈注射 拡　　　　大 1 1 0 2 
 の実施の範囲 縮　　　　小 0 1 0 1 
  薬 剤の種類 1 4 1 6 
 
実 施 範 囲
 投 与 方 法 0 1 0 1 
  薬剤の種類と投与方法 1 1 2 4 
 
の　決　定
 決めていない 0 1 1 2 
  無 　回　答 1 0 0 1
表３　医師・薬剤師との関連＊ 
（名）
　　　　　　　　　　床  500以上 499～200 199以下 合　計 
   （n=3） （n=7） （n=4） （n＝14） 
 医 師 と の 有　　り 3 6 3 12 
 業務分担基準 無　　し 0 1 1 2 
 薬剤師との 有　　り 1 3 3 7 
 業務分担基準 無　　し 2 4 1 7 
 
薬 剤 師 の
 有　　り 2 6 4 12 
  無　　し 0 0 0 0 
 
服 薬 指 導
 無 回 答 1 1 0 2 
 
薬 剤 師 の
 全 部 署 0 0 0 0 
  一 部 分 3 4 1 8 
 
ﾐ ｷ ｼ ﾝ ｸ ﾞ導入
 導入無し 0 3 3 6 
 
薬 剤 師 の
 有　　り 0 3 4 7 
  無　　し 2 3 0 5 
 
在 庫 管 理
 無 回 答 1 1 0 2
500床以上 
499～200床 
199床以下 
90.6
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・実施している　　　330名（95.9％） 
　　　・実施していない　　  13名（  3.8％） 
図１　看護職による静脈注射実施の有無＊＊ 
　　　　　　　　　　　　＊＊看護職員スタッフ 
実施している 
実施していない 
無回答 
99.2
98.7
表４　静脈注射の院内基準について＊＊  
　　　　　・知っている　266名（77.3％） 
　　　　　・知らない　　  76名（22.1％） 
（人）
　　　　　　　　　　　床  500以上 499～200 199以下 合　計 
   （n=3） （n=7） （n=4） （n＝14） 
 知っている 文章化されている 71 65 35 171 266 
  活用している 43 42 10 95 
 知らない  13 34 29  76 
 無 回 答  0 0 2  2
知っていると答えた人が「マニュアルどお
りに実施しているか」については、実施して
いるが166名（62.4％）で、病床数別に見ると
500床以上66.7％、199床以下44.4％であった。
（図 2 ）マニュアルどおりに実施されない理
由に「人員の問題（多忙・医師数の不足）」
「業務体制の不備」「医師や薬剤師との連携や
業務分担の不明確」「マニュアルの不徹底」
が上げられていた。
３）静脈注射実施によるケアの質への影響
ケアの質に変化ないと答えたのは299名
（86.9％）であった。低下した14名（4.1％）、
向上した26名（7.6％）であった。病床数別に
見ても大差なかった。（図3）
４）看護レベルによる実施内容の差
「看護レベルによる実施内容に差があるか」
については、差があるが163名（47.4％）であ
った。病床数別に見ると、500床以上40.9％、
499～200床41.1％、199床以下69.7％で、病床
数が少ない施設に看護レベルにより実施内容
に差がある割合が多かった。（図4）
＊看護レベルとは、その施設でとられている
実践能力の段階別評価を指す。
５）教育プログラムへの参加
「静脈注射の実施に関する教育プログラム
が有るか」について、有ると答えたのが192
名（55.8％）で、有ると答えた人のうち教育
に参加していると答えた人が113名（58.9％）
であった。（図5）
６）医師・薬剤師との関連における静脈注
射実施に関する実施状況
（1）注射薬剤の準備について、看護職がして
いるが204名（59.3％）、看護職と薬剤師がし
ているが106名（30.8％）で、薬剤師がしてい
るが28名（8.1％）であった。（図6）
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500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・実施している　　  166名（62.4％） 
　　　・一部実施　　　　    89名（33.4％） 
　　　・実施していない　　11名（  4.1％） 
図２　マニュアルどおりの実施＊＊ 
実施している 
一部実施 
実施していない 
無回答 
66.7 31.5 1.8
65.4 29.9 4.7
44.4 46.7 8.9
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・変化ない　　299名（86.9％） 
　　　・低下した　　　 14名（  4.1％） 
　　　・向上した　　　 26名（  7.6％） 
　図３　静脈注射実施によるケアの質への影響＊＊ 
変化ない 
低下 
向上 
無回答 
86.6 3.1 7.9
86.5 5 7.1
88.2 4 7.8
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・教育プログラムあり　192名（55.8％） 
　　　・教育へ参加している　113名（58.9％） 
　　図５　教育プログラムへの参加＊＊ 
 
参加している 
参加していない 
69.5 30.5
45.5 54.5
55 45
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・看護職　　　　　204名（59.3％） 
　　　・看護職と薬剤師　106名（30.8％） 
　　図６　静脈注射薬剤の準備＊＊ 
看護職 
薬剤師 
薬剤師と看護職 
医師と看護職 
無回答 
70.1 1.6 26
57.4 12.8 29
44.7 10.5 42.1
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・差ある　　163名（47.4％） 
　　　・差ない　　138名（40.1％） 
　図４　看護レベルによる実施内容の差＊＊ 
ある 
ない 
どちらでもない 
40.9 46.5
41.1 44
69.7 22.4
115
（2）末梢持続点滴の刺針と投与の実施につい
ては、看護職が実施しているが241名（70.1％）、
医師が実施しているが41名（11.9％）、医師と
看護職が実施しているが61名（17.7％）であ
った。病床数別にみると、500床以上では、
看護職が実施しているが72名（56.7％）、医師
が実施しているが33名（26％）であり、499
～200床では、看護職が実施しているが114名
（80.9％）、医師が実施しているが2名（1.4％）、
199床以下では、看護職が実施しているが55
名（72.4％）、医師が実施しているが 6 名
（7.9％）であった。病床数の多い施設の方が
少ない施設より、医師による実施の割合が多
かった。（図7）
（3）末梢持続点滴、ルートからの点滴側注の
実施については、看護職が実施しているが
306名（89.0％）、医師が実施しているが 6名
（1.7％）、医師と看護職が実施しているが25名
（7.3％）であった。（図8）
（4）静脈注射ワンショットの実施は、看護職
が実施しているが221名（64.2％）、医師が実
施しているが35名（10.2％）、医師と看護職が
実施しているが85名（24.7％）であった。（図9）
（5）抗がん剤の準備は、看護職がしているが
172名（50％）で一番多く、次いで看護職と
薬剤師がしているが70名（20.3％）、薬剤師が
しているが44名（12.8％）であった。（表5）
（6）抗がん剤持続点滴注射の刺針と投与の実
施は、看護職が実施しているが91名（26.5％）、
医師が実施しているが128名（37.2％）、医師と
看護職が実施しているが88名（25.6％）であっ
た。病床数別にみると、500床以上では、看護
職が実施しているが18名（14.2％）、医師が実
施しているが63名（49.6％）であった。499～
200床では、看護職が実施しているが44名
（31.2％）、医師が実施しているが49名（34.8％）、
199床以下では、看護職が実施しているが29名
（38.2％）、医師が実施しているが16名（21％）
であった。病床数の少ない施設ほど看護職に
よる実施の割合が多かった。（図10）
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500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・看護職　　　　  241名（70.1％） 
　　　・医師　　　　　　41名（11.9％） 
　　　・医師と看護職　　61名（17.7％） 
図７　末梢持続点滴注射の刺針と投与＊＊ 
看護職 
医師 
医師と看護職 
回答無し 
56.7 26 16.5
80.9 17.71.4
72.4 7.9 19.7
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・看護職　　　　  306名（89.0％） 
　　　・医師　　　　　　  6名（  1.7％） 
　　　・医師と看護職　　25名（  7.3％） 
図８　末梢持続点滴、ル トーからの点滴側注＊＊ 
看護職 
医師 
医師と看護職 
無回答 
90.6
87.9
88.2
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・看護職　　　  221名（64.2％） 
　　　・医師　　　　　35名（10.2％） 
　　　・医師と看護職　85名（24.7％） 
　　図９　静脈注射ワンショット＊＊ 
看護職 
医師 
医師と看護職 
回答無し 
49.6 2226.8
72.3 27.70
73.7 1.3 23.7
表５　抗がん剤の準備 
（名）
　　　　　　　　　床  500以上 499～200 199以下 合　計 
   （n=3） （n=7） （n=4） （n＝14） 
 医師 4 3 2 9 
 看護職 70 71 31 172 
 薬剤師 11 24 9 44 
 医師と看護職 7 6 1 14 
 看護職と薬剤師 22 28 20 70 
 医師と薬剤師 1 0 0 1 
 医師と看護職と薬剤師 1 4 1 6 
 無回答 11 5 12 28
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・看護職　　　　　91名（26.5％）　 
　　　・医師　　　　　　128名（37.2％） 
　　　・医師と看護職　　88名（25.6％） 
図10　抗がん剤持続点滴注射の刺針と投与＊＊ 
看護職 
医師 
医師と看護職 
回答無し 
49.6 25.214.2
31.2 34.8 27.7
38.2 21 22.4
（7）抗がん剤のワンショットの実施は、看護
職が実施しているが55名（16％）、医師が実
施しているが184名（53.5％）、医師と看護職
が実施しているが 9 名（20.1％）であった。
（図11）
（8）麻薬の点滴静脈注射の刺針と投与は、看
護職が実施しているが233名（67.7％）、医師
が実施しているが42名（11.9％）、医師と看護
職が実施しているが36名（10.5％）であった。
（図12）
（9）麻薬のワンショットは、看護職が実施し
ているが178名（51.7％）、医師が実施してい
るが76名（22.1％）、医師と看護職が実施して
いるが37名（10.8％）であった。（図13）
（10）中心静脈カテーテルからの薬剤の側注
は、看護職が実施しているが294名（85.5％）、
医師が実施しているが 5名（1.5％）、医師と
看護職が実施しているが19名（5.5％）であっ
た。（図14）
５．実施上の問題ならびに課題について
実施上の問題ならびに課題について、看護
部長、看護職員それぞれに自由に回答しても
らった。
看護部長14名のうち 8名が答えている。主
たる内容に「看護職の薬剤に対する知識不足、
責任の甘さ」「指示内容の複雑さ、わかりに
くさ」「抗癌剤曝露対策の不徹底」「人員不足」
「新卒の教育に時間がかかる」「経験が優先し
マニュアル、ガイドラインが活用されない」
「ミキシング業務など薬剤部への業務移譲が
うまくいかない」などを問題・課題としてい
た。
看護職員344名のうち106名が答えている。
一番多かったのが「医師数の不足による診療
補助業務の増」で、次いで「抗癌剤等の準備
に関する薬剤師への移譲」であった。その他
「医師との業務分担の明確化」「指示伝票のわ
かりにくさ」「ダブルチェックで業務量の増」
「マニュアルの不徹底」「教育（薬剤に関する
知識・技術）の必要性」を課題としていた。
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500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・看護職　           55名（16％）　 
　　　・医師　　　　　184名（53.5％） 
　　　・医師と看護職    69名（20.1％） 
　　図11　抗がん剤のワンショット＊＊ 
看護職 
医師 
医師と看護職 
回答無し 
69.3 119.4
19.1 53.2 22
21 27.6 31.6
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・看護職　　　  　233名（67.7％） 
　　　・医師　　　　　　41名（11.9％） 
　　　・医師と看護職　　36名（10.5％） 
　図12　麻薬の点滴静脈注射の刺針と投与＊＊ 
看護職 
医師 
医師と看護職 
無回答 
17.3 16.556.7
75.9 9.2 7.8
71.1 7.9 5.3
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・看護職　　　　　178名（51.7％） 
　　　・医師　　　　　　76名（22.1％）　 
　　　・医師と看護職　　37名（10.8％）  
　　図13　麻薬のワンショット＊＊ 
看護職 
医師 
医師と看護職 
回答無し 
35.4 12.639.4
63.1 14.2 9.2
51.3 14.5 10.5
500床以上 
499～200床 
199床以下 
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 
　　　・看護職　　　　  294名（85.5％） 
　　　・医師　　　　　  　5名（  1.5％） 
　　　・医師と看護職　　19名（  5.5％） 
　図14　中心静脈カテーテルラインからの薬剤の側注＊＊ 
看護職 
医師 
医師と看護職 
無回答 
1.6 8.779.5
88.7 2.1 4.3
89.5 0 2.6
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Ⅴ．考察
１．静脈注射実施のマニュアルの活用
厚生労働省による通達後の組織的な検討体
制の取り組みは、 2施設を除きいずれも看護
部を中心に取り組まれていた。院内基準とし
てのマニュアル作成は14施設のうち10施設が
作成していたが、マニュアルについて知って
いると答えたのは266名（77.3％）で、そのう
ちマニュアルどおりに実施していると答えた
人が166名（62.4％）であった。看護職の静脈
注射実施は330名（95.9％）である。ほとんど
の看護職が静脈注射の実施に携わっている
が、マニュアルどおりの実施については、一
部実施または実施していないと答えた人が
100名（29％）であり、マニュアルを知らな
いと答えた人76名（22.1％）を含めると過半
数以上の人が充分活用していないか或いはさ
れない状況にあることがわかった。
看護職員がマニュアル通りに実施しない理
由に「人員の不足（多忙、医師数の不足）」
「業務体制の不備」「医師、薬剤師との連携上
の問題と業務分担の不明確」「マニュアルの
不徹底」をあげている。静脈注射マニュアル
は、看護職が静脈注射を安全かつ効果的に実
施するための標準化した手順書である。患者
の安全と医療・看護の質を保証するために
は、吟味されたマニュアル、手順書が必要で
あることはいうまでもない。厚生労働省は平
成14年9月30日、「医療機関においては、看護
師等を対象にした研修を実施するとともに、
静脈注射の実施等に関して、施設内基準や看
護手順の作成・見直しを行い、また個々の看
護師等の能力を踏まえた適切な業務分担を行
うこと」
　２）
と都道府県知事宛てに通知している。
看護部長の今後の課題としての自由回答の中
には、看護職の「薬剤の危険性に対する責任
の甘さ」「経験が優先しマニュアルやガイド
ラインが活用されない」を指摘しており、慣
習的な静脈注射の実施が今だ継続されてお
り、マニュアルをみるよりは経験的に実施し
てしまう傾向があることを推測できる。まず
は、看護職自身の意識の改革が必要である。
また一方、マニュアルが作成されていても活
用しにくい状況には、医師や薬剤師との連携
上の問題や業務分担の不明確さがある。その
問題の解決なしに看護職が安全に責任をもっ
て実施することはできない。また、組織とし
ての取り組みは看護部中心になされていると
はいえ、院内全体の取り組みとしては 6施設
で半数にも満たない。マニュアルは作成され
ても現状に合ったマニュアルになっていると
は言い難い。他の関連職種を含めた院内全体
の取り組みや業務の体制整備が必要といえ
る。
２．静脈注射実施に関する看護業務の範囲
静脈注射の準備には、看護職がしていると
答えたのが204名（59.3％）、次いで看護職と
薬剤師がしていると答えたのが106名（30.8％）
で、薬剤師がしていると答えたのが28名
（8.14％）であった。抗がん剤の準備において
も看護職がしていると答えたのが172名
（50.0％）、看護職と薬剤師がしていると答え
たのが70名（20.3％）、薬剤師がしていると答
えたのが44名（12.8％）であった。薬剤師の
参入はあるが、いずれにしても、薬品の種類
に関係なく静脈注射の準備に看護職が多く携
わっていた。
末梢持続点滴注射の刺針と投与について看
護職が実施していると答えたのが241名
（70.1％）、医師が実施していると答えたのが
41名（12.8％）、医師と看護職が実施している
と答えたのが61名（17.7％）であった。病床
数別に医師による実施が多い割合は、500床
以上では、医師による実施が26％で、499～
200床では1.4％、199床では7.9％で、病床数の
多い施設では医師の実施の割合が多かった。
病床数の多い大きい病院ほど医師数が多く、
それによる違いがでていることが考えられ
る。医師数の充足について厚生労働省は、平
成14年12月31日現在、医師262,687人であると
し、年々増加の傾向あることを示している。
しかし、その充足率を地域別にみると、近畿
で93.8％が一番高く､北海道・東北では57.2％
であった。
　　12）　
地域におけるアンバランスについ
て、へきちを好まない医師が多いことが一因
している。専門技術を磨くには都市部にいる
方が有利だと
　13）　
述べている。看護職員数の推移
をみると同じく年々増加の傾向にある。その
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充足率を地域別にみると北陸・甲信越99.7％
と一番高く、一番低い北海道・東北でも
98.5％であった。
　　12）　
こうした医師との充足率の
差は絶対的に多い看護職の業務に波及してく
る。
抗がん剤の持続点滴注射の刺針と投与は、
医師が実施していると答えた人が128名
（37.2％）で一番多く、次いで看護職が実施し
ていると答えた人が91名（26.5％）であった。
一般の末梢持続点滴の刺針と投与と比較する
と、抗がん剤の持続点滴注射の刺針と投与は、
医師による実施が看護職による実施より多
い。抗がん剤のワンショットになると、医師
による実施が184名（53.5％）、看護職による
実施が53名（16％）とさらに医師による実施
の方が多くなる。病床数別にみても同じ傾向
であった。看護部長の回答にある静脈注射の
実施範囲の決定でも「薬剤の種類」 6 名
（42.9％）、「薬剤の種類と投与方法」 4 名
（28.6％）によると答えている。看護職がもつ
知識と技術に伴う安全を考慮し、実施範囲が
決定されているといえる。しかし、抗がん剤
については、準備から刺針と投与に関わりあ
う看護職も少ないとはいえず、抗がん剤曝露
の危険にさらされていることがわかった。日
本看護協会では1999年10月「病院看護基礎調
査」
　13）
において「業務上の危険」に関する調査
を全国の病院2,709施設にしている。その調査
では、 5つの領域（感染の危険を伴う病原体
への曝露／医療機器・材料の使用に関わるも
の／医薬品等への曝露／労働形態・作業に伴
うもの／患者・同僚及び第三者による暴力）
の計21項目を取り上げ、それぞれについて
「対処が必要な課題であることを認識してい
るか」「今までに組織的対策を講じているか」
「今後組織的な取り組みを進めるか」につい
て質問している。その中で「抗がん剤への曝
露」について「認識している」「対策を講じ
ている」のいずれも50％以下の回答であった。
他の項目と比較しても下位にあった。看護職
員の労働安全の視点からも職場環境、作業環
境の整備は全国規模の課題であるといえる。
３．看護職のもつ負担
厚生労働省通達後の静脈注射実施における
ケアの質に変化があったかについて、変化な
いが299名（86.9％）で多くは看護の質に変化
ないと感じている。しかし、看護職員の問題
と課題についての自由回答の中には「
　
医師数
の不足による診療補助業務の増」「抗がん剤
等の準備に関する薬剤師への移譲」「ダブル
チェックで業務量の増」「医師との業務分担
の明確化」など、静脈注射を安全に実施する
ために業務量に対する負担感をもっている。
行政解釈の変更は「看護師が静脈注射を行っ
ても違法ではない」という意味であって、
「看護師が行わなければならない」というこ
とではない。
　　14）
静脈注射を実施するか否かは、
最終的には専門職としての看護師の判断によ
る。看護師が静脈注射を実施する場合は、医
師の指示内容が自分の能力・責任で実施でき
る範囲であるかどうかの判断も含め、高い倫
理性と高度な知識、判断、技術が求められる。
チーム医療といわれて久しく、その発展は分
業意識を高めいずれの職種も専門職として自
律的な実践が行われている。しかし、それぞ
れの職種における責任の所在は曖昧で、看護
職は静脈注射の実施について、医師、薬剤師
との業務分担の明確化を望んでいる。特に医
師数の不足は
　11）12）　
病院において絶対的多数である
看護職にそのしわ寄せがきやすい。
看護基礎教育において、静脈注射は医師が
行うものであるとされ、血管穿刺等の技術教
育は行われず、教育内容は点滴静脈注射の管
理や患者の観察などに限定的であった。現場
の教育においては新人教育に力が注がれて看
護職全体の継続教育を実施しているところは
少ない。薬剤に関する知識、技術の不足を看
護職員、看護部長ともに感じており、看護職
の業務に対する負担感はこうしたことも一因
し、実践能力の自信度にも影響していること
が考えられる。看護職が自分の業務に自信を
持ちチームの一員として自律するためには、
時代に即応した最新の知識、技術、そして高
い倫理観を身につけるよう継続的な教育を必
要としている。
118
新潟青陵大学紀要 第６号　　2006年３月
看護職が静脈注射を安全に実施するための組織的取り組みと課題
119
Ⅵ．結論
看護職が静脈注射を安全に実施するための
組織的取り組みの課題として次ぎのことがい
える。
１．医師・薬剤師と連携をとり、チーム医
療の一員としてそれぞれの専門職として
の役割と責任の所在を明確にする。
２．職員の労働安全衛生のための抗癌剤曝
露対策を徹底させる
３．静脈注射に関する知識・技術、高い倫
理観の継続的な育成が必要である。
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